
 

清和鋼業㈱
鋼材倉庫の移転・集約による

新倉庫の立地

ステラケミファ㈱
高純度薬品の工場の新設

日本ノボパン工業㈱
バイオマス（木屑）
リサイクル工場の新設

東燃ゼネラル石油㈱
低硫黄度ガソリン精製

設備の新設

昭和電工㈱
ハイグレード高純度アルミ精製
・リチウムイオン電池用箔圧延機

東洋摩擦圧接工業㈱
自動車の車軸（シャフト）
メーカーの移転、新規立地

日立金属工具鋼㈱
切削工具製造の新規立地

近畿環境興産㈱
亜臨界水反応を利用した
廃棄物再資源化事業に着手

堺ＬＮＧ㈱
火力発電所等へ天然ガスを供給
ハイドロエッジに冷熱を供給

関西電力㈱
メガソーラー発電施設

（約10ＭＷ）

中外炉工業㈱
開発部門の集約と
生産能力増強

グリーンフロント堺
液晶パネル・太陽電

池関連17社

アマゾンジャパン・
ロジスティクス
西日本の物流拠点

大阪ガス㈱
泉北天然ガス発電所

建設

堺浜
テクノパーク
進出企業12社

㈱ハイドロエッジ
液体水素・空気分離ガスプラント

運転開始

関西電力㈱
コンバインドサイクル
発電方式への設備更新

宇部興産㈱
リチウムイオン電池用部材の

生産能力増強

㈱松本現色化学
西日本最大級の環境対応型

塗装設備の新設

コスモ石油㈱
重質油分解装置及びETBE生産
設備など堺製油所での新設、

海上出荷設備増強

丸一鋼管㈱
生産品増強のため

新工場建設

日立造船㈱
シールド掘進機の
新規製造（拠点化）

日本酢ビ・ポバール㈱
ポバール製造設備の増設

阪和興業㈱
関西地区鋼材
供給事業強化

丸全昭和運輸㈱
関西地区拠点

倉庫

グッドマン・
ジャパン

大規模物流拠点

カンダホール
ディングス㈱

関西地区業務拡大

バイオエタノール･ジャパン･
関西㈱

建設廃木材からのバイオマス
エタノール製造プラントの新設

これまでの企業立地計画の認定実績 

○総投資見込額合計 ⇒ 約 1兆 300億円（平成 17年から 76件認定） 

○雇 用 見 込 数 合 計 ⇒ 約 5,500人（うち市内居住者約 1,650人） 

上記に加えて、以下の内陸部立地企業も設備投資を計画・実施 

㈱シマノ（付加価値の高い自転車部品、釣具の生産力を高める新規設備の導入、本社工場の建替え） 

㈱マルエス（食品安全システム認証規格に沿った工場整備に係る工場増設・設備投資） 

植田アルマイト工業㈱（アルマイト板材表面処理のための工場増設・設備投資） 

弥栄電線㈱（電線の保護被覆の新技術開発のための製造設備の増設・設備投資） 

金正青果㈱（野菜のカット工場の増設・設備投資） 

㈱明和食品（食品加工工場の建設・設備投資） 

 

重点要望項目 【提案・要望先】 総務省・経済産業省 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

◆担当：財政局   財政課長   竹下 泰夫（TEL:072-228-7471） 

産業振興局 産業政策課長 大成 史朗（TEL:072-228-7629） 

●企業立地促進に係る地方税の不均一課税に伴う減収額について、普通交付税の 

基準財政収入額に反映させること 

企業立地促進に係る地方税の不均一課税に伴う地方交付税による減

収補てん制度の充実について 

【課題】 

○企業立地促進に係る地方税の不均一課税に伴う減収額については、現行の地方
交付税制度では、財政力が一定程度以下の一部の団体を除き普通交付税に反映
されない制度となっており、本市財政に対する影響は大きいものとなっている。 

減収補てん制度のイメージ 企業立地促進に係る不均一課税によ

る減収額 ＝ 9年間で約 160億円 

減収補てんによる交付税増加額 


